国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）［抄］
	 （趣旨）
　第一条　この法律は、人事院の国会及び内閣に対する平成２３年９月３０日付けの職員の給与の改定に関する勧告に鑑み、一般職の
職員、内閣総理大臣等の特別職の職員及び防衛省の職員の給与の改定について定めるとともに、我が国の厳しい財政状況及び東
日本大震災に対処する必要性に鑑み、一層の歳出の削減が不可欠であることから、国家公務員の人件費を削減するため、一般職の
職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）等の特例を定めるものとする。
 （地方公務員の給与）
　附則第１２条　地方公務員の給与については、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体
において自主的かつ適切に対応されるものとする。


	
	 ※参考  地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）［抄］
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



  （給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）
  第２４条
 　１・２　（略）
   ３　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定めら
 れなければならない。
 　４・５  （略）
   ６　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は。条例で定める。
給与改定・臨時特例法における地方公務員のこれまでの取扱いについて
  ○閣議決定
	 地方公務員の給与削減に関する質問主意書　山口俊一議員（衆・比例四国） （平成２３年６月３日閣議決定）（抄）

	 （略） 総務省としては、この発言のとおり、地方公共団体に対して、今後、国会において法案の御審議をお願いすることとしている国家公
務員の給与の引下げ（以下｢国家公務員給与引下げ｣という。）と同様の引下げを要請することは考えていない。
 （略） さらに、地方公共団体の職員の給与については四についてで述べたとおりであり、お尋ねの｢地方交付税の交付額の減少あるい
は義務教育費国庫負担率の引下げ｣を手段とすることを含め、国家公務員給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは
考えていない。


  ○総務副大臣通知
	 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の公布について（平成２４年２月２９日総務副大臣通知）（抄）

	 （略） 同法附則第１２条において、｢地方公務員の給与については、地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号)及びこの法律の趣旨を踏ま
え、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と規定されています。
  地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるよ
う期待いたします。


